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（１） 研究開発の基本的方針

　旧土木研究所と旧北海道開発土木研究所とが統合し、新しい土木研究所としてスタートし、第２期
中期計画の初年度でもある18年度においては、研究評価体制を再構築しつつ、つくば中央研究所と寒
地土木研究所の両研究所連携の下、重点プロジェクト研究等を開始した。その一方で、将来に向けた
研究開発への様々な検討・対応を積極的に展開した。
　また、研究の計画的かつ適正な実施に向けた取り組みにも的確に対応した。
　以下に研究開発に関する18年度の主な取り組みを示す。

1．研究評価体制の再構築

（１）統合に伴う、評価委員会（外部、内部）の委員、役割の見直し
　　①内部評価委員会をつくばと札幌に設置し、委員の相互交流を実施
　　②外部評価委員会は一本化し、対象とする研究内容に応じて分科会を再編
　　③外部評価委員会と外部評価分科会の役割分担、審議事項等の見直し
（２）外部評価委員会における審議事項の充実
　　　外部評価分科会での評価結果等の報告を含め、前年度実施した研究全体の概要説明を受け審
　　議し、意見を独立行政法人評価委員会土研分科会へ報告。
（３）内部評価委員会における審議の充実
　　①重点プロジェクト研究の進捗管理や公開実験・成果見通し等の把握
　　②つくば中央研究所・寒地土木研究所間の研究の連携状況の把握

2．重点プロジェクト研究、戦略研究の開始

（１）重点プロジェクト研究（17プロジェクト）の開始
　　研究グループ横断的なプロジェクトチームを編成し関連する知見を融合し対応。
（２）戦略研究の創設・開始
　 　重点プロジェクト研究に準じる、新たな研究カテゴリー“戦略研究”を創設。18年度は24課題
について研究を開始。

3．つくば中央研究所・寒地土木研究所間の研究連携 　
 　外部評価委員会（平成18年８月）での指摘＊を踏まえ、両研究所間の統合メリットを発揮し、よ

質の高い研究開発業務の遂行、成果の社会への還元
国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため
とるべき措置
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り効率的に研究を実施するための研究連携を展開。（「分担」及び「連携」の２タイプで連携を開始）

４.将来に向けた研究開発への対応

 　　土木研究所幹部によるトップセールスを展開。（地方整備局幹部への成果の売り込みと最新の
　動向に関する意見交換を実施）

　 　研究グループ長以上の役職員が自主的に参加し横断的な検討を行い、旧来の慣例にとらわれず
幅広い見地から、土木研究所として実施すべき研究分野や研究テーマについて議論を展開。

　 　長期展望に基づき、将来必要となる技術等についての抽出や可能性の検討を行うための新たな
研究カテゴリーを創設。（11課題を選定し、19年度から実施）

　①政府の定める長期戦略指針「イノベーション25」へ積極的に提案。
　②地球温暖化への対応として、気象研究所および京都大学防災研究所と共同で気候変動に伴う洪
　水リスク評価に関する研究開始に向けて準備。

５.「研究理念」、「研究者の心構え」の制定
　 　統合１年に合わせ制定。土木研究所における研究のあり方・方向性および研究者として研究に
対する姿勢を明確化。

６.業務達成度評価システムの構築
　 　研究者個人の研究に対する目標や業務の道筋の明確化による業務の計画的な執行、業務改善を
目的として構築。（19年度から試行開始）

７.研究上の不正への対応
　　データ捏造、盗用等の研究不正に対応するための規程を整備。

８.入札・契約の適正化
　 　国の取り組み「公共調達の適正化」（平成18年８月25日）等を踏まえ、随意契約をはじめとす
る契約について適正化を実施。

１．（１）研究開発の基本的方針
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１．（１）①社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応

　旧土木研究所と旧北海道開発土木研究所との統合１年目にあたり、所内において、研究のあり方や方
向性などについて幅広く議論し、研究所として研究に対する基本的な考え方を整理した。以上の取り組
みを踏まえ、土木研究所の研究理念及び研究者の心構えを制定した。（図－１.１.１.１）
　研究理念は、研究所として根底にあるべき研究のあり方や方向性を再確認したものであり、研究者の
心構えは、研究を進めるにあたり、研究者が常に心に銘じておくべきことを示したものである。

研究理念

一、百年後の社会にも責任の持てる研究
二、学術団体から評価され、現場、地域から信頼される研究
三、伝統を重んじつつ、進取の気風に富んだ研究

研究者の心構え

一、百年後の世の中を見据え、研究に取り組むべし。
一、素晴らしい研究とは、人々の心に強く響く研究と心得るべし。
一、日常より幅広い視野に立ち、見識、教養の涵養に努めるべし。
一、大事に臨んでは、後世に対する責任を常に思うべし。
一、熱き心を持って、大いに議論し、疑念を残すべからず。

①社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応

中期目標
　現下の社会的要請に的確に応えるため、研究所の行う研究開発のうち、以下の各項に示す目標に
対する研究開発を重点的研究開発として、重点的かつ集中的に実施すること。その際、本中期目標
期間中の研究所の総研究費（外部資金等を除く。）の概ね60％を充当することを目途とする等、当
該研究開発が的確に推進しうる環境を整え、明確な成果を上げること。
　なお、中期目標期間中に、社会的要請の変化等により、以下の各項に示す目標に対する研究開発
以外に新たに重点的かつ集中的に対応する必要があると認められる課題が発生した場合には、当該
課題に対応する研究開発についても、機動的に実施すること。 
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１．（１）①社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応

　  　地震・津波・噴火・風水害・土砂災害・雪氷災害等による被害及び交通事故を防止・軽減す
るために必要な研究開発を行うこと。

　　生活環境リスクを大幅に軽減し、生活空間の質を向上させるために必要な研究開発を行うこと。

　 　社会資本ストックの老朽化、厳しい財政状況等を踏まえ、社会資本の整備・再構築を安全かつ
効率的に実施し、社会資本の管理を高度化するために必要な研究開発を行うこと。

　 　効率的なエネルギー利用社会及び省資源で廃棄物の少ない循環型社会を構築するとともに、健
全な水循環と生態系の保全を図るために必要な研究開発を行うこと。
　 　なお、上記ア）からエ）、北海道総合開発計画及び食料・農業・農村基本計画等を踏まえ、北
海道開発の観点から次の研究開発についても重点的研究開発として位置付けること。

　 　北海道の積雪寒冷な気候に適応した社会資本の整備に必要な研究開発を行うこと。その際、こ
の研究開発の知見を他の地域へ活かすこと。

　 　北海道の豊かな自然と調和を図りつつ、農水産業に係る地域資源を効果的に活用して、安定し
た食料基盤作りに向けた研究開発を行うこと。

中期計画
　中期目標の２. （１） ①で示された目標を的確に推進し、明確な成果を早期に得るため、別表－１
－１及び別表－１－２に示す研究開発を重点プロジェクト研究として研究組織間の横断的な研究
開発体制の下で、重点的かつ集中的に実施する。
　なお、中期目標期間中に、社会的要請の変化等により、早急に対応する必要があると認められる
課題が新たに発生した場合には、当該課題に対応する重点的研究開発として新規に重点プロジェク
ト研究を立案し、２. （２） に示す評価を受けて早急に研究を開始する。
　また、重点プロジェクト研究として総合的あるいは研究組織間横断的には実施しないものの中期
目標の２.（１）①で示された目標に関連する研究開発のうち重要なもの、あるいは重点プロジェ
クト研究の研究課題としての位置づけが期待できるもの等については必要に応じて戦略研究とし
て位置づけ、重点的かつ集中的に実施する。
　中期目標の２.（１）①で示された目標に対応する重点的研究開発を集中的に実施するため、重
点プロジェクト研究及び戦略研究に対して、中期目標期間中における研究所全体の研究費のうち、
概ね60％を充当することを目途とする。

年度計画
　中期計画に示す17の重点プロジェクト研究については、全てのプロジェクト研究を開始し、本年
度においては、別表－１のとおり重点的かつ集中的に実施する。
　なお、本年度中に社会的要請の変化等により、早急に対応する必要があると認められる課題が発
生した場合には、当該課題に対応する重点プロジェクト研究を立案し、内部評価委員会及び外部評
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価委員会による評価を受けて速やかに実施する。
　また、本年度においては、別表－２に示す課題を戦略研究として位置づけ、重点的かつ集中的に
実施する。
　重点プロジェクト研究及び戦略研究に対して、本年度における研究所全体の研究費のうち、60％
以上を充当し、研究成果について、国土交通省の地方整備局、北海道開発局等の事業に反映させる
よう努める。

　※中期計画および年度計画の別表については、以下のとおり巻末の参考資料に記載した。

参考資料－１『別表－１－１　中期目標期間中の重点的研究開発（重点プロジェクト研究）』
参考資料－２『別表－１－２　中期目標期間中の重点的研究開発（「北海道総合開発計画」及び「食料・
　　　　　　農業・農村基本計画」等に関連する重点プロジェクト研究）』
参考資料－３『別表－１　18年度に実施する重点プロジェクト研究』
参考資料－４『別表－２　18年度に実施する戦略研究』

■年度計画における目標設定の考え方
　中期計画に示される17の重点プロジェクト研究を開始するとともに、新たな研究カテゴリーとして戦
略研究を創設し研究に着手した。重点プロジェクト研究および戦略研究に対しては、研究費の60％以上
を充当し、重点的かつ集中的に実施することとした。

■平成18年度における取り組み

　従来の重点プロジェクト研究、一般研究および萌芽的研究に加えて、18年度より戦略研究を新たに開
始した。戦略研究は、重点プロジェクト研究として総合的あるいは研究組織間横断的には実施しないも
のの、重要な研究開発や重点プロジェクト研究への発展が期待できるものという位置づけであり、重点
プロジェクト研究と同様に重点的、集中的に実施するものである（表－１.１.１.１）。
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　重点プロジェクト研究については、第２期中期計画では17プロジェクト（個別課題は85課題）を設定
し実施している。
　研究課題の設定にあたっては、旧土木研究所においては17年度に２回の内部評価委員会を、また、旧
北海道開発土木研究所においては自己評価委員会環境水工、構造、道路、農業開発各分科会をそれぞれ
経るとともに、全てのプロジェクトについて平成18年２月に外部評価委員会に諮り決定された。
　戦略研究については、旧土木研究所での２回の内部評価委員会、また、旧北海道開発土木研究所での
自己評価委員会道路分科会を経て、決定した。
　つくば中央研究所で実施する重点プロジェクト研究の個別課題のうち、18課題は一般研究として実施
してきたものを発展させたものである。また、寒地土木研究所が実施する重点プロジェクト研究の個別
課題のうち24課題は、旧北海道開発土木研究所として前中期目標期間中に経常研究、短期集中研究とし
て実施してきたものを、自己評価委員会の事前評価を経て発展的に継続させたものである。
　なお、重点プロジェクト研究のテーマの設定にあたっては、国土交通省技術基本計画、北海道総合
開発計画および農林水産研究基本計画の上位計画を踏まえた。設定した重点プロジェクト研究の17プロ
ジェクトと上位計画との関係を図－１.１.１.２に示す。
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　重点的研究開発を集中的に実施するため、研究課題の選択と集中化に努めた。この結果、重点プロジェ
クト研究と戦略研究について、18年度は研究課題数では全課題の52％であるが、予算については全研究
費の68％を充当し重点化を図った。これは、第２期中期計画期間中の目標重点化率である概ね60％を上
回るものである（図－１.１.１.３）。
　また、重点的・集中的な研究開発の実施とともに、研究開発の成果を社会に反映・還元することを強
く意識していることを明示するため、重点プロジェクト研究のプロジェクトごとに、「成果の反映及び
社会への還元」を定め計画に明記した（図―１.１.１.４、参考資料－１、参考資料－２）。
　なお、統合に伴い、今年度からつくば中央研究所と寒地土木研究所との連携を図ることに努めた（コ
ラム参照）。
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コラム　つくば中央研究所と寒地土木研究所との研究連携

　本研究は、トンネル工事等において自然
由来の重金属を含む岩石等の調査、評価お
よび対策を合理的に行う技術を開発するも
のであり、つくば中央研究所地質チームと
寒地土木研究所防災地質チームが研究を分
担しています。
　汚染リスクの高い地質環境の調査法の提
案および汚染リスクの簡易判定手法の開発
については、両チームが共同で検討を進め、
対策・処理法の提案については、個別技術
について両チームで分担して研究を進める
予定であり、最後に互いの研究成果を総合
し技術マニュアルとして取りまとめる予定
です。
　18年度は、地質チームが主に重金属等の
溶出特性評価法について、防災地質チーム
は主に粒径分布に応じた重金属溶出量評価
法について、それぞれ分担して検討を行い
ました。

　重点プロジェクト研究および戦略研究について、代表的な研究成果を次々頁以降に示す。18年度は第
２期中期計画の初年度ではあるが、重点プロジェクト研究においては地震直後に橋脚の被災度を判定す
るセンサ、橋脚の応急復旧を１日程度で完了させる工法、路面凍結の予測手法および土壌中の有害物質
である重金属類による汚染の状況を極めて短時間で判定する分析法等で成果がみられた。
　また、戦略研究においてはトンネル掘削時に発生する粉じんを低減する技術、気象情報を活用した雪
崩危険度の評価手法および世界の水災害リスクを表示できる地図の試作等で成果がみられた。
　なお、各研究課題の18年度の成果を巻末記載の
　参考資料－３『別表－１　18年度に実施する重点プロジェクト研究』および達成結果、
　参考資料－６『18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要』、
　参考資料－７『18年度に行った戦略研究の成果概要』
に示す。
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１．（１）①社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応

　18年度に研究所が実施した研究全体にわたる研究成果等の概要について、平成19年６月21日開催の外
部評価委員会へ説明し、図－１.１.１.５のとおりの意見を受けた。

　前年度に研究所が実施した研究全体にわたる研究成果等の概要についての報告を受け、評価委員
会としての意見を以下に取りまとめた。

① 土木研究所の研究理念の制定については、高く評価する。これに基づき、研究を進めていただき
たい。その際、現在実施している重点プロジェクト研究および戦略研究が、研究理念に基づきど
のように位置づけされているかを検討して欲しい。
② 若手研究者の人材養成を引き続き行って欲しい。また、土研全体の研究を俯瞰できるようなプロ
ジェクトマネージャーを育てることも、必要な人材養成の一つである。
③ つくば中央研究所と寒地土木研究所の連携に取り組んでいることについては了解した。その上で、
つくば中央研究所と寒地土木研究所の研究の融合に向けて、５年、10年先を見据えたロードマッ
プや計画を作成する必要がある。
④ 土木研究所が保有しているデータなどをアーカイブ化して公開した上で、大学や他の研究機関と
の協力と競争を行って欲しい。
⑤ 研究の成果が幾つか現れてきている。研究の着手前・着手後でどこが変わったかをわかりやすく
世の中に出すことにより、土木研究所の存在価値を高めることができる。
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１．（１）①社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応

震災を受けた道路橋の応急復旧技術の開発および
記憶型検知センサを用いた地震被災度の推定手法に関する研究　

　図－１に示すように大規模な地震が発生した際には、橋に構造物の安全性に関わる損傷が生じていな
いかを早期に検知し、検知された損傷がある場合にはこれをできる限り早く補修して、道路の機能を回
復することが重要である。18年度は、図－２に示すような被災度判定システムおよび被災度判定センサ
を開発し、振動台を用いた地震シミュレーション加振実験から、被災度の検知性能と被災情報の伝送機
能を検証した。また、鉄筋コンクリート橋脚の復旧には一般に３～５日要するが、図－３に示すように
これを１日程度に短縮するために速乾性の材料を用いた迅速応急復旧工法を提案し、復旧により地震前
とほぼ同等の性能を得られることを振動台実験により検証した。

３. 大地震に備えるための道路・河川施設の耐震技術
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１．（１）①社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応

冬期道路の安全性・効率性向上に関する研究

　積雪寒冷地では、積雪と凍結により冬期特有の渋滞・事故が発生している（写真－１）。路面凍結の
予測手法を構築し、路面管理の判断を支援する“冬期路面管理支援システム”の開発・試験運用を実施
した。気象と路面温度観測（写真－２）を行うとともに、路面での熱収支を計算する熱収支法と、路面
での水分収支を考慮した水収支モデルを用いて走行車両の影響も考慮した路面凍結予測手法を構築した
（図－１）。
　冬期路面管理支援システムは、17年度冬
期よりインターネットを利用して道路管理
者等に気象と路面凍結予測情報を試験運用
として発信している（図－２）。18年度のア
クセス数は約12,000件であった。

７. 冬期道路の安全性・効率性向上に関する研究
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１．（１）①社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応

土壌・地下水汚染の管理・制御技術に関する研究

　土壌にもともと微量ながら有害物質が含まれており、時として環境基準値を超過していることがある。
現在、基準超過の可能性について調べる分析方法（公定法）は１週間程度かかるため、汚染の状況を迅
速に把握するために簡易分析法の開発を行った。
　その結果、従来では土壌と蒸留水を６時間振とうしなければならないところ、１分間の振とうで、重
金属類の溶出特性を把握することができることがわかり、土研式簡易前処理法を提案した（図－１参照）。
また、土研式簡易前処理法で作製した検液を検知管（ヒ素）で分析することで、現場で簡易かつ迅速に
汚染の判断ができることがわかった（図－２、写真－１参照、写真－１のピンクの範囲がヒ素の濃度を
示す。）。

８. 生活における環境リスクを軽減するための技術
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１．（１）①社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応

バイオマスの肥料化・エネルギー化技術の開発と効率的搬送手法の解明

　農村地域のバイオガスプラントでは、主に家畜ふん尿を処理対象としている。一方で、当該地域では、
家畜ふん尿だけでなく、廃乳、乳業工場汚泥等も発生しており、埋め立てや焼却されている現状にある。
これらをバイオガス原料として利用できれば、処分量の大幅低減、エネルギー等の生産につながり、資
源リサイクル社会が実現できる。
　18年度は、地域で発生する廃乳、乳業工場汚泥等の成分を分析し、有機物含有量が多く、バイオガス
原料として非常に有効であることを確認した。また、廃乳等を家畜ふん尿に混ぜプラント処理してもバ
イオガスが問題なく発生し、むしろ消化液中の窒素・燐酸といった肥料成分が増加することを把握した。
さらに、バイオガスプラントの処理過程で発生し肥料の原料ともなる消化液を分析し、重金属含量が家
畜ふん尿の場合と同程度に少なく安全性に問題がないことを把握した。
　これらの結果をもとに、今後、廃乳等をバイオマス原料としてエネルギー化する技術を開発する予定
である。

16. 共同型バイオガスプラントを核とした地域バイオマスの循環利用システムの開発



　トンネル掘削時に発生する粉じ
んを低減する技術の開発を行って
いる。
　主な成果としては、模擬岩盤を
用いた実験から送風量を1,500m3/
minとすることにより、じん肺症
を引き起こす原因と言われる粒径
５μm以下の粉じん量を低減する
効果があることが明らかになった。
【成果概要は、参考資料－７参照】

　タイ、ラオス、インドネシアと
の４カ国研究協力協定のもとで、
研究を実施している。
　18年度は、気泡混合土工法が軟
弱地盤対策工として適用するかを
タイ国バンコク市において追跡調
査を行った。
　主な成果としては、地盤沈下の
低減効果等を把握するとともに、
現地の気候、社会条件に適した設
計・施工技術の改良方法について
提案した。
【成果概要は、参考資料－７参照】
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１．（１）①社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応



　豪雪時における雪崩への対処方
策として、GISおよびリアルタイム
な気象情報を活用し、積雪状況に
も対応した雪崩危険度の評価手法
を検討している。
　主な成果としては、雪崩斜面の
形状および積雪分布等の計測デー
タを用いた雪崩の発生条件、動態
の解析（図－１）と、リアルタイ
ム気象情報の活用による、雪崩危
険度判定を試みた。また、低温下
での多量積雪後の調査により、低
温下での積雪特性がわかった（図
－２）。
【成果概要は、参考資料－７参照】

　世界の洪水リスク評価に関する
情報収集・分析を実施し、水関連
災害の指標を開発するとともに、
世界の水災害リスクをわかりやす
く表示できる地図を作成する。
　主な成果としては、世界で入手
可能な国際災害データベースを収
集・処理し、国別の洪水と暴風雨
による死者数および平均年間損害
額等の世界地図を試作した。
【成果概要は、参考資料－７参照】
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１．（１）①社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応

中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

　統合１年目にあたり、研究全般にわたり諸検討を行い、研究所理念及び研究者の心構えを制定
した。
　重点プロジェクト研究については、17プロジェクトおよび個別課題85課題を、内部・外部両評
価委員会の評価を経て決定し、研究を開始した。
　また、新たに戦略研究を創設し、内部評価委員会の評価を経て戦略研究24課題を設定し研究に
着手した。重点プロジェクト研究および戦略研究に中期目標期間の目標値（概ね60％）を上回る、
研究所全体の研究費の約68％を充当し、重点化・集中化を図った。さらに、研究開発の成果の社
会還元を強く意識するとともに、統合に伴うつくば中央研究所と寒地土木研究所の研究連携にも
努めた。
　こうした取り組みの結果、中期目標期間の初年度にもかかわらず、重点プロジェクト研究の個
別課題や戦略研究において、国土交通省の地方整備局、北海道開発局等の事業に反映可能な成果
が現れている研究課題が数多く見られた。
　今後、早急に対応すべき課題が発生した際には、新規の重点プロジェクト研究を起こし、内部
および外部評価委員会で評価し速やかに実施する予定である。こうしたことにより、中期計画に
掲げる社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応は、本中期目標期間内に達成できると考
えている。
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１．（１）②土木技術の高度化及び社会資本の整備並びに北海道の開発の推進に必要となる研究開発の計画的な推進

（１）研究開発の基本的方針

② 土木技術の高度化及び社会資本の整備並びに北海道の開発の推進に必要となる研
究開発の計画的な推進

中期目標
　我が国の土木技術の着実な高度化や良質な社会資本の整備及び北海道の開発の推進の課題解決
に必要となる基礎的・先導的な研究開発を計画的に進めること。なおその際、将来の発展が期待さ
れる研究開発についても積極的に実施すること。

中期計画
　我が国の土木技術の着実な高度化のために必要な基礎的・先導的な研究開発と、良質な社会資本
の効率的な整備及び北海道の開発の推進のために必要となる研究開発を計画的に進めるため、科学
技術基本計画、国土交通省技術基本計画、北海道総合開発計画、食料・農業・農村基本計画、水産
基本計画等や行政ニーズの動向も勘案しつつ、研究開発の範囲、目的、目指すべき成果、研究期間、
研究過程等の目標を明確に設定する。
　その際、長期的観点からのニーズも考慮し、将来の発展の可能性が期待される萌芽的研究開発に
ついても、積極的に実施するとともに、研究シーズの発掘に際しては、他分野や境界領域を視野に
入れ、他の研究機関等が保有・管理するデータベースも有効に活用する。

年度計画
　本年度に実施する研究開発課題について、科学技術基本計画、国土交通省技術基本計画、北海道
総合開発計画、食料・農業・農村基本計画、水産基本計画等や社会資本の現状及びニーズをはじめ
とした行政ニーズの動向も勘案しつつ、研究開発の目的・範囲・目指すべき成果・研究期間・研究
過程等の目標を示した実施計画書を策定し、別表－３に示すように計画的に実施する。その際、長
期的観点からのニーズを様々な手段により把握し、把握したニーズを考慮して、将来の発展の可能
性が期待される萌芽的研究開発等について積極的に実施する。
　

※年度計画の別表については、以下のとおり巻末の参考資料に記載した。
　参考資料－５『別表－３　18年度に実施する一般・萌芽的研究課題』

■年度計画における目標設定の考え方
　研究所が実施する一般研究および萌芽的研究については、国土交通省技術基本計画等関連する計画や
行政ニーズの動向を勘案しつつ、長期的視点をふまえ研究課題を設定し、計画的に実施することとした。
また、様々な手段を通じて、研究シーズ、行政ニーズの把握に努めることとした。
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１．（１）②土木技術の高度化及び社会資本の整備並びに北海道の開発の推進に必要となる研究開発の計画的な推進

■平成18年度における取り組み

　一般研究については、91課題を、また、萌芽的研究については 10課題をそれぞれ実施した。このうち、
18年度新規課題は一般研究 48課題、萌芽的研究６課題であり、内部評価委員会を経て決定した。

　設立背景・歴史や得意とする研究フィールドが異なる２つの研究所の統合のメリットを発揮し、より
効率的に研究を進め、またよりよい成果を修めるため、両研究所間での研究連携を統合初年度にあたる
今年度より積極的に展開した。
　研究連携には、データ等の情報交換や地域を分掌して情報収集などを行う『連携』、１つの研究課題
の中で達成目標や研究範囲などを分担して行う『分担』がある。18年度には、連携は 17件で、また分
担では重点プロジェクト研究個別課題１課題と戦略研究１課題の計２課題で実施した。
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１．（１）②土木技術の高度化及び社会資本の整備並びに北海道の開発の推進に必要となる研究開発の計画的な推進

　一般研究について、各課題の代表的な研究成果を以下に示す。
　なお、18年度の成果を巻末記載の
　参考資料－８『18年度に行った一般・萌芽的研究課題の成果概要』に示す。
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１．（１）②土木技術の高度化及び社会資本の整備並びに北海道の開発の推進に必要となる研究開発の計画的な推進

　既設コンクリート構造物と模擬
供試体の測定の結果から、「塩害環
境下にあるコンクリート橋の自然
電位測定方法（案）」を提案した。

【成果概要は、参考資料－８参照】

　すべり系支承とゴムバッファ
を組み合わせて地震力を遮断する
ような橋梁の免震設計マニュアル
（案）を発刊した。

【成果概要は、参考資料－８参照】

　ダムの水理模型実験により、土
砂や流木による閉塞状況を把握し、
その対策として、適切なスクリー
ン形状を提案した。

【成果概要は、参考資料－８参照】
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１．（１）②土木技術の高度化及び社会資本の整備並びに北海道の開発の推進に必要となる研究開発の計画的な推進

　浅い基礎の地震時の支持機構に
関する調査を行い、直接基礎の地
震時の挙動を予測する簡便な数値
解析モデルを開発した。

【成果概要は、参考資料－８参照】
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　安定処理土の強度増加特性につ
いて室内試験を行い、発現強度は
養生温度の影響を受け、土質や固
化材の種類により異なることがわ
かった。

【成果概要は、参考資料－８参照】



23

１．（１）②土木技術の高度化及び社会資本の整備並びに北海道の開発の推進に必要となる研究開発の計画的な推進

　コラム　つくば中央研究所と寒地土木研究所との研究連携

　つくば中央研究所の河川・ダム水理チームでは、「成層条件下における植物プランクトンの増殖
に関する研究」において、植物プランクトンの増殖予測モデル及び増殖抑制策の高度化の方向性に
ついて検討するため、水温成層を形成している貯水池における植物プランクトンの増殖特性の解明
を実施しています。
　寒地土木研究所の水環境保全チームでは、「寒冷水滞留域環境の再生、保持に関する研究」の項
目の一つとして、植物プランクトンの異常増殖に伴うカビ臭の効果的抑制対策について検討すべく、
ダム貯水池におけるカビ臭発生機構の解明を実施しています。
　これらの研究は、達成目標は異なるものの、植物プランクトンの増殖を原因とする現象を対象と
しており、藻類増殖試験を行った上で研究を進めていくこととなります。そこで、藻類増殖試験方
法のノウハウ等の情報交換を行い、効率的な研究の推進を図ることとしています。
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１．（１）②土木技術の高度化及び社会資本の整備並びに北海道の開発の推進に必要となる研究開発の計画的な推進

　従前から行っている、将来の発展の可能性が想定される萌芽的研究に加えて、長期展望に基づく新技
術開発の開発可能性の検討や将来必要となる技術の抽出などを趣旨とした研究カテゴリーとして“研究
方針研究”を創設し、11課題を選定した。
　選定された課題の中には、現在 100 年を想定しているダムの寿命を大幅に伸ばす方法に関する研究
や、道路建設時の大幅な事業費の増大を防ぐためのルート選定段階で講ずべき方策に関する研究などが
あり、内容によっては、複数のグループ・チームが連携して実施するものもある。

　寒地土木研究所では、北海道における公共事業実施機関である国土交通省北海道開発局と綿密な協議
を行うことにより、行政ニーズの動向を常に把握することに努めた。
　また、土木研究所幹部が国土交通省地方整備局の幹部を訪問し、いわゆるトップセールスを展開した
（表－１. １. ２. ３）。セールスにおいては、土木研究所が開発した新工法、前中期計画期間中の研究成
果等を紹介するとともに、地方整備局における技術的課題や最新の動向に関する意見交換等を行い、行
政ニーズの把握に努めた。
　国土交通省が行った、『イノベーションの創造に資する国土交通分野における技術革新の提案募集』
に土木研究所の知見を活かし、「現場施工のプレハブ化、自動化、無人化、情報化」、「小規模分散型高
効率下水処理場や河川水を大量浄化する技術」、「家庭への土砂災害予警報システム導入に関する技術」
および「地球温暖化による海面上昇に備えた地盤隆起技術」などを提案することを通じて、実現が求め
られている社会像、将来のライフスタイルおよびそれに基づく今後の研究方向性の把握を行った。
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１．（１）②土木技術の高度化及び社会資本の整備並びに北海道の開発の推進に必要となる研究開発の計画的な推進

　土木研究所幹部による地方整備局へのトップセールスの中で、土木研究所で実施すべき研究について、
より広い立場から時代の流れを見据えて検討することを期待されていることが明らかになった。そこで、
研究グループ長以上の役職員が自主的に参加し、横断的な検討体制を構築し、チームやグループの枠に
拘束されず、旧来の慣例にとらわれず土木研究所に寄せられる期待に的確に応える本質を突いた研究（ス
ケールの大きな研究と呼ぶ）について議論した。
　その結果、研究すべきテーマとしては今後の防災のあり方や、土木構造物のあり方等に集約された。
このうち、例えば防災分野に関しては、将来的に懸念される自然現象、リスクを高める社会的要因等を
整理した上で、図－１. １. ２. １に示すような資料をもとに自然災害リスクへの対応方針を議論し、そ
れを踏まえ、今後必要となる研究領域・研究課題を抽出した。抽出にあたっては、土木研究所の業務に
係わる分野について幅広く検討するとともに、研究課題の喫緊性についても整理を行った。
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１．（１）②土木技術の高度化及び社会資本の整備並びに北海道の開発の推進に必要となる研究開発の計画的な推進

　 中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

　国土交通省技術基本計画等関係する計画や行政ニーズを踏まえ、研究課題を設定し計画的に実施
した。また、旧土木研究所と旧北海道開発土木研究所の研究連携を積極的に実施し効率的な研究の
推進に努めた。
　具体的には、一般研究91課題および萌芽的研究10課題について、研究を実施した。また、研究の
推進に当たっては、統合初年度に当たる本年度よりつくばと寒地の研究連携を積極的に開始し、１
つの研究課題を分担して行う分担研究を２課題で、データ等の情報交換を行う連携研究を17課題で
それぞれ実施した。
　さらに、国土交通省の地方整備局への幹部のトップセールスや北海道開発局との綿密な協議によ
り行政ニーズを的確に踏まえつつ、18年度には、長期展望に基づき将来必要となる技術の抽出や可
能性の検討を行う「研究方針研究」を創設し、11課題を選定するとともに、防災や構造物等の分野
で、旧来の慣例にとらわれない「スケールの大きな研究」についての議論を展開し、中・長期的な
研究の方向性を整理した。また、国土交通省が行った「イノベーションの創造に資する国土交通分
野における技術革新の提案募集」にも、土木研究所の知見を活かした数多くのアイデアを提案した。
　こうした取り組みを19年度以降も継続的に実施することにより、将来においても必要となる研究
開発の計画的な推進が図られ、中期目標の達成は可能と考えている。
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１．（２）事業実施に係る技術的課題に対する取組

（２）事業実施に係る技術的課題に対する取組

中期目標
　事業実施における技術的問題の解決のため、国土交通本省、地方整備局及び北海道開発局等から
の委託を受けて研究開発を確実に実施すること。

中期計画
　１.（５）に示す研究成果の普及を通じて研究所の研究開発ポテンシャルに対する外部からの評
価を高めることにより、国土交通本省、地方整備局、北海道開発局等から、事業実施における技術
的問題の解決のために必要となる試験研究を受託し、確実に実施する。

年度計画
　国土交通本省、地方整備局、北海道開発局等から、事業実施における技術的問題に解決のために
必要となる試験研究を受託し、事業実施機関と綿密に連携して実施し、十分な研究成果を委託者に
確実に提供する。

■年度計画における目標設定の考え方
　国土交通省や地方公共団体の各機関が抱える技術的な課題を解決し、社会資本の効率的な整備の推進
に寄与するため、確実に受託研究を実施し、信頼のおける質の高い成果を提供することとした。

■平成18年度における取り組み

　国土交通本省、地方整備局、北海道開発局、地方公共団体等から依頼を受けた18年度の受託研究は92
件、3,281百万円である。その依頼機関別の件数は表－１.２.１.１のとおりであり、国土交通省のほか地
方公共団体等様々な機関より依頼を受けている。また、受託研究の分野別内訳は図－１.２.１.１のとお
りであり、その内容は表－１.２.１.２のとおり多岐に渡っている。
　また、国の随意契約の見直し計画に基づく委託者が特定した公益法人等以外の参加者の有無を確認す
るための公募手続き※が18年度下半期から国土交通省に導入され、委託者側の契約手続きにおいて、従
来より競争性・透明性が確保されたものとなった。
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１．（２）事業実施に係る技術的課題に対する取組
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１．（２）事業実施に係る技術的課題に対する取組

技術的課題解決への貢献　事例　　－コスト縮減－
（津軽ダム水理設計業務）

【再開発ダムの転流工に半川締切方式を実現】　
①津軽ダムの転流方式
　津軽ダムは、一級河川岩木川に既設の目屋ダムの機能向上を図る再開発ダムである。津軽ダム
は目屋ダムの直下流に建設されることから、目屋ダムの洪水調節機能を維持しつつ建設を進める
ことが課題となっている。
　津軽ダムの建設には、現在の岩木川を移設する転流工が必要である。転流工には、ダム予定地
を迂回する堤外排水トンネル方式（図－１）と、河川の幅を狭めて施工スペースを確保する半川
締切方式（図－２）が考えられる。転流工に堤外排水トンネル方式を採用した場合、目屋ダムの
洪水調節機能を代替するゲートの新設、大断面のトンネルの掘削が必要があることから、工事費
が割高となる。一方、半川締切方式では、既設目屋ダムの放流水を安全に流下させることが課題
となる。そこで、半川締切方式を採用する場合に必要となる水理的特性を把握することを目的に、
水理模型実験を行った（図－３）。

②半川締切方式の検討
　半川締切方式では、新設ダムを貫通する堤内仮排水路
を設置する。堤内仮排水路は呑口部、水路部、下流部か
ら構成されるが、既設目屋ダムの放流水を堤内仮排水路
に安定的に流入させる必要がある。実験の結果、呑口部
前面に導流堤を設置し、また、呑口部と水路部の間に断
面の漸変区間を設けることで、目屋ダムの放流水を確実
に流下させることが可能となった。

③コスト縮減と工期短縮
　本業務の実施結果をもとに委託元の事務所が施工計画を検討した結果、最終的に半川締切方式
を採用することとなった。本方式では、地山にトンネルを掘削する堤外排水トンネル方式に比べ、
工期の短縮の他、約47億円のコスト縮減が図られる予定である。
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　 中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

　国土交通本省、地方整備局、北海道開発局及び地方公共団体等からの受託研究を18年度には92
件実施し、依頼機関の抱える技術的問題の解決に貢献した。このうち国土交通省関係以外の地方
公共団体や独立行政法人等からも８件（17年度には８件）受託している。
　次年度以降も同様に受託研究を確実に実施することにより中期目標は達成可能と考えている。
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１．（３）①産学官との連携、共同研究の推進

（３）他の研究機関等との連携等

　①産学官との連携、共同研究の推進

中期目標
　国内外の公的研究機関、大学、民間研究機関等との共同研究を他分野との協調も含めた幅広い
視点にたって進めるとともに、非公務員化のメリットを活かしつつ人事交流等を効果的に実施し、
より高度な研究の実現と研究成果の汎用性の向上に努めること。共同研究については、５年間で
前中期目標期間と同程度実施し、さらに質の高い成果が得られるよう努めること。

中期計画
　非公務員化を踏まえ、国内における民間を含む外部の研究機関等との定期的情報交流の場の設
置やその多様化を行うとともに、共同研究の実施に際しては、他分野との協調にも留意し、さら
に質の高い成果が得られるよう実施方法・役割分担等について検討を行い、最適な実施体制を選
定する。なお、共同研究については本中期目標期間中に300件程度実施する。
　また、海外の研究機関等との共同研究は、科学技術協力協定等に基づいて行うこととし、共同
研究の相手側機関からの研究者の受け入れ、研究所の研究者の海外派遣、研究集会の開催及び報
告書の共同執筆等を積極的に実施する。

年度計画
　非公務員化を踏まえ、国内における民間を含む外部の研究機関等との積極的な情報交流や土研
コーディネートシステム等を通じて寄せられる技術相談等をもとに、前年度から実施しているも
のも含めて共同研究を100件程度実施する。なお、共同研究の実施にあたっては、さらに質の高い
成果が得られるように、前中期目標期間の実績を踏まえ、実施方法・役割分担等について検討を
行い、最適な実施方法の選定に努める。
　海外の研究機関との共同研究については、前年度までに開始している共同研究について相手機
関への研究者派遣や研究情報交換等をより推進する。また、天然資源の開発利用に関する日米会
議（UJNR）耐風・耐震構造専門部会合同部会等の国際会議・ワークショップを主催・共催する。

■年度計画における目標設定の考え方
　共同研究については、国内における民間を含む外部の研究機関等との積極的な情報交流や土研コー
ディネートシステム（技術相談窓口）等を通じて得られた情報を基に、実施することとした。さらに、
海外の研究機関との研究協力を円滑かつ積極的に推進するため、研究協力協定締結に基づき、国際会議、
ワークショップ等の開催を推進することとした。

■平成18年度における取り組み

　国内における民間企業等との共同研究については、前年度からの継続課題 60 件に加え、新規課題
45 件について開始した。新規課題の内訳は、土木研究所提案型（以下、土研提案型）共同研究 24 件、
民間提案型共同研究 21 件である。
　継続課題と新規課題をあわせた 18 年度の実施件数は 105 件であり、100 件程度という年度計画を達
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成した。
　18 年度に実施した共同研究における相手機関の内訳を、図－１. ３. １. ２に示す。また、18 年度新
規課題の概要については、表－１.３.１.１と表－１.３.１.２のとおりである。相手機関の約３/４（74％）
を民間企業が占めているが、大学や財団・社団法人等がそれぞれ 11％、10％となっている。
　現在、実施中の共同研究の成果の一例として、土木研究所が神戸市などとともに共同開発した下水
の消化ガスに含まれるメタンガスを活用したバイオガスを用いたバイオガスバスが平成 18 年 10 月か
ら営業開始している。（コラム参照）
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１．（３）①産学官との連携、共同研究の推進

　コラム　バイオガスバスの実用化
　
　神戸市が処理する年間２億m3の下水からは、
年間約1,000万m3の消化ガス（汚水１m3に対し
て消化ガス0.05m3;５％）が発生します。この消
化ガスにはメタンが約60％含まれているため燃
料として利用する価値があります。このため土
木研究所、神戸市、（株）神鋼環境ソリューショ
ンの３者が共同研究を実施し、消化ガスから
高純度のメタンガスを精製する技術を開発する
とともに、メタンガスを自動車燃料として活用
するための品質管理基準を定め、圧縮天然ガス
（CNG）を燃料とする市バスの新たな燃料とし
て有効活用する技術を開発しました。
　高純度で精製されるメタンガスは“こうべ
バイオガス”と名付けられ、平成18年10月２日
より神戸市交通局が所有するCNGバスのうち
の１台の燃料として、東灘処理場において実験
的に供給が開始され、１日７便（走行距離は約
75km）の営業が行われています。
　バイオガスは化石燃料に比べてCO2や窒素酸
化物（NOX）の排出量が少ないなど、環境に優
しい燃料です。18年度に大阪で開催された下水
道展では試乗会を行うなど、環境保全やエネル
ギーの有効利用に資する技術として広く紹介を
行っています。
　今後、神戸市では、こうべバイオガスを2,000m3/日の規模で供給する計画がありますが、これ
は50km走行する市営バス40台分の使用燃料に相当し、更には、約180haの森林が年間に吸収する
CO2と同等規模の温暖化防止効果が期待されています。
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１．（３）①産学官との連携、共同研究の推進

　共同研究については海外の研究機関とも積極的に行うこととしており、18 年度はアメリカ、韓国、
ドイツ、国際機関などと調整を行い、４件の研究協力協定・活動協定を締結した（表－１. ３. １. ３）。
特に、韓国防災協会との協定は、土砂災害派遣依頼を受けた韓国での現地調査での的確な指導が評価
され、相手機関からの協定申込みがあり締結に至ったものである。これらの協定に基づき今後とも共
同研究や研究情報交換をさらに推進していくこととした。
　また、国際会議の開催については、天然資源の開発に関する日米会議（UJNR）耐風・耐震構造専
門部会第 38 回合同部会、第 10 回日独排水及びスラッジ処理についてのワークショップ、第３回流域
と水系管理に関する日米ワークショップ、ICHARM設立記念シンポジウム（後述　１.（６））、第５
回日中冬期道路交通ワークショップなど 16 件の会議を主催・共催し、海外への研究成果の普及、研究
協力関係の強化を図った。この結果、18 年度の国際会議の参加人数は 13 年度以降最高の１,137 名と
なり、開催件数も過去２番目の 16 件であった。（表―１. ３. １. ５参照）
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　 中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

　国内の研究機関との共同研究については、18年度において土研提案型の共同研究56件、民間提
案型の共同研究49件を実施した。これにより国内の共同研究の合計は105件（うち新規課題45件、
継続課題60件）となり、100件程度実施という年度計画を上回る実績を上げた。共同研究の中から、
下水処理過程で発生するガスを利用したバイオガスバスが開発され運行が開始されるなど顕著な
成果をあげている。
　また、海外の研究機関との共同研究については、18年度において新たな研究協力協定を４件締
結するとともに、天然資源の開発に関する日米会議（UJNR）耐風・耐震構造専門部会合同部会
をはじめとする国際会議やワークショップを16件開催・共催し、1,137名の研究者が参加した。こ
の参加者数は独立行政法人化後最多（従来の最多記録の約1.8倍）であり、開催件数も２番目となり、
積極的に海外との研究交流を行ったことは特筆すべきと考える。
　国内研究機関との共同研究の継続的実施、また、既存の研究協力協定等に基づく国際共同研究
や国際会議の開催を次年度以降も行うことで、中期目標の達成は可能であると考える。
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（３）他の研究機関等との連携等

　②研究者の交流

中期目標
　国内外の公的研究機関、大学、民間研究機関等との共同研究を他分野との協調も含めた幅広い
視点にたって進めるとともに、非公務員化のメリットを活かしつつ人事交流等を効果的に実施し、
より高度な研究の実現と研究成果の汎用性の向上に努めること。共同研究については、５年間で
前中期目標期間と同程度実施し、さらに質の高い成果が得られるよう努めること。

中期計画
　国内からの研究者等については、交流研究員制度等に基づき、積極的に受け入れるものとする。
また、フェローシップ制度等の積極的な活用等により、海外の優秀な研究者の受け入れを行うと
ともに研究所の職員を積極的に海外に派遣する。

年度計画
　研究者の交流を図るため、大学等との人事交流を実施する。交流研究員制度等を活用して民間
等からの研究者を積極的に受け入れる。　
　また、JSPSフェローシップ制度や外国人研究者招へい制度等を活用して、海外からの研究者を
積極的に受け入れるとともに、在外研究員派遣制度等を活用して、若手研究者の外国研究機関へ
の派遣を推進する。

■年度計画における目標設定の考え方
　国内での研究者の交流として、民間企業等からの交流研究員等を受け入れることとした。
　また、日本学術振興会（JSPS）フェローシップ制度や外国人研究者招へい制度等を活用して、海外
の優秀な研究者の積極的な受け入れを行うとともに、在外研究員派遣制度、流動研究員制度を活用して、
若手研究者の外国研究機関への派遣を推進することとした。

■平成18年度における取り組み

　交流研究員受入れ規程等に基づき、18 年度は民間企業等から 51 名の研究者を受け入れた。交流研
究員派遣元の業種別内訳を図－１. ３. ２. １に示す。受入れは民間企業からのみならず、地方公共団体
からも実施し、幅広い分野との交流につながっている。18 年度に受入れた交流研究員等の中から、土
木研究所での研究活動を通じて、３名が技術士の資格を取得した他、１名が第 41 回地盤工学研究発表
会優秀論文発表者賞を受賞するなど、技術力の向上に寄与している。
　また、部外研究員招へい制度においては、専門知識を有する経験豊富な研究者の協力を仰ぎ、高度
な研究活動の効率的推進を図っている。18 年度に招へいした内容を表－１. ３. ２. １に示す。
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　海外からの研究者の受入れについては、土木研究所独自に外国人招へい研究員規程や流動研究員規
程細則を設けるとともに相手方負担の海外の研究者を受け入れる制度を柔軟に運用している。18年度
に海外から受け入れた研究者（専門研究員を除く）は中国、フランス、アルジェリア等から計16名であり、
共同研究、研究情報交換、講演等さまざまな形で交流を図った。例えば、近年の気候変動ともあいまって、
河川の計画及び管理上、結氷河川の水理現象に関する知見がさらに強く望まれていることから、結氷
河川における水理特性、結氷過程、アイスジャムの挙動および数値計算に関する最新の知見を得るこ
とを目的に、国際水理学会の氷工学部会の委員長の経歴をもち、結氷河川に関する国際的権威者のク
ラークソン大学のハン・タオ・シェン教授と研究情報の交換を実施した（写真－１.３.２.１）。
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　また、日本学術振興会（JSPS）の国際交流事業制度により２名の外国人研究者を招へいした。この
うち、同制度のひとつである外国人著名研究者招へい事業では、水のノーベル賞とも称される「ストッ
クホルム水賞」を受賞した浅野孝カリフォルニア大学デーヴィス校名誉教授を、国際的にも著名で多
忙な中で土木研究所に招へいすることができた。同事業は 12 年度より開始された事業で、年間わずか
４名程度が採択されるにすぎず、招へい対象はノーベル賞受賞者クラスであるなど、審査条件が厳し
い中、研究機関では土木研究所が３番目に採択されたものである。なお、招へいにあたっては土木研
究所フェロー制度を新設し、土木研究所の研究に対し指導を戴くとともに、土木研究所フェローとし
て多数の国内の大学、研究機関、行政機関等を訪問し水資源管理全般にわたる指導を行って頂いた。（後
述　１.（５）. ② . エ）コラム参照）
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　国際的視野を広げることにより質の高い研究者を育成するために、土木研究所独自の在外研究員派
遣制度、流動研究員制度を活用しイギリス、フランス、アメリカの研究機関に３名の若手研究者を派
遣した。特に、フランスへ派遣した研究者は派遣先機関において、斜面侵食プロセスの新しい観測手
法に関する提案を行い、その重要性・必要性を認められ派遣先機関からの資金援助を受けて、72 日間
派遣期間を延長し、研究を充実させた。
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コラム　在外研究員派遣制度の取り組み事例
　
　平成17年10月から約１年２ヶ月の間、在外研究員制度を利用して、フランス・グルノーブルの
農業環境工学研究所（Cemagref）に滞在する機会を得ました。
　Cemagrefは、本部をParis近郊のAntonyに置きますが、実際の研究は、Antonyも含めて、10
の支部で分散して実施しています。そのうち、山地災害に関する研究については、フランス南東
部の山間の街であるグルノーブルにある支所で実施されています。この支所では、雪崩や土砂移
動現象に関する研究が行われています。この研究所で、フランスにおける土砂災害対策および研
究の実態を広く勉強するとともに、斜面侵食に関する研究チームに加わり、主に、南仏の禿しゃ
地をフィールドとして現地調査・観測に従事しました。滞在中には、自動監視カメラを利用した
視覚的観測等、提案した調査・観測手法について受け入れ研究者らの高い関心を得たことから、
Cemagref側の費用負担によって、当初の予定より２ヶ月余り現地滞在が延長され、降雨期間中の
興味深い侵食プロセスの観測に成功し、その結果を論文にまとめました。また、帰国前には、同
じフランス語圏であるイタリアのアオスタ自治州から招待され、日本の土砂災害対策に関する講
演を行う機会を得る等、日本における研究成果、事例紹介をする機会にも恵まれました。
　在外研究員制度を活用して１年余り滞在させていただいたおかげで、フランスに限らず、イタ
リア等ヨーロッパの研究者、技術者との人間関係を構築できたことが大きな成果でした。今後と
も土木研究所の若い研究員によって同制度が活用されていくことを希望します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（火山・土石流チーム　山越隆雄）

在外研究員派遣中のこれまで成果として発表した主な論文等
１） Time lapse video observation of erosion processes on the Black Marls badlands in the 
Southern Alps, France：Earth Surface Processes and Landforms（投稿中）

２）フランスにおけるRTM（山地修復）事業の歴史：砂防と治水,Vol.39,No.３, 2006
３） フランスにおける土砂災害と対策の現状：砂防学会誌,Vol.59、No.２, 2006ほか記事等多数。
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　水災害・リスクマネジメント国際センター（ICHARM）では、外国人研究者を積極的に登用するこ
ととしており、国際公募により新たに２名の専門研究員を雇用した。また、他の研究グループにおい
ても優秀な外国人研究者を公募により雇用した。18 年度の土木研究所の雇用制度での外国人研究者在
籍数は７名となり、過去最高の人数となった。
　　　　　

　 中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

　国内外の研究機関等との研究者交流に関しては、民間企業等からの51名の交流研究員の受入れ
の他、所内外の制度を活用し海外からの研究者を積極的に受け入れ研究の質の向上を図った。特に、
水のノーベル賞と称される「ストックホルム水賞」を受賞した浅野孝カリフォルニア大学名誉教
授を土木研究所フェローとして招へいしたことは、特筆すべきことと考えられる。
　また、在外研究員派遣制度等を活用し、３名の若手研究者をイギリス、フランス、アメリカに
派遣した。このうち、フランスに派遣した研究者は、当地での研究活動を認められ、派遣先の相
手側の費用負担で滞在期間を延長し、日本の土砂災害対策に関する講演を行うなど多くの研究成
果を挙げた。
　18年度には、国際公募により新たに２名の専門研究員を雇用するなどによって、外国人研究者
の在席数は７名となった。これは独立行政法人移行後最多である。
　19年度以降も国内外の様々な機関との間で研究者の交流を深めることにより中期目標は達成で
きると考えられる。
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（４）競争的研究資金等の積極的獲得

中期目標
　競争的研究資金等外部資金の積極的獲得に取り組むことにより、研究所のポテンシャル及び研
究者の能力の向上を図ること。

中期計画
　競争的研究資金（科学技術振興調整費、地球環境研究総合推進費等）等外部資金の獲得に関して、
他の研究機関とも連携して戦略的な申請を行うなどにより獲得に努め、研究所のポテンシャル及
び研究者の能力の向上を図る。

年度計画
　科学技術振興調整費、地球環境研究総合推進費、科学研究費補助金等の競争的研究資金につい
ては、大学をはじめとした他の研究機関とも密接に連携して申請を行うなどにより、積極的な獲
得に努める。なお、申請にあたっては、課題の設定や申請内容に対して所内で指導・助言する体
制を整える。

■年度計画における目標設定の考え方
　科学技術振興調整費、地球環境研究総合推進費等の競争的研究資金について、大学や他の独立行政
法人等の研究機関と密接に連携することや所内において申請を支援する体制を整備することにより、
積極的に獲得を目指すこととした。

■平成18年度における取り組み

　科学技術振興調整費、地球環境研究総合推進費等の競争的研究資金については、年々厳しさを増す
競争環境の中、大学をはじめとした他の研究機関とも密接に連携を図りつつ、土木研究所単独で８課題、
大学等と連携して６課題の計14課題について申請を行った。
　その結果、文部科学省からは継続３課題に対して14百万円、新規獲得３課題に対して78百万円、環
境省からは継続３課題に対して27百万円、新規獲得１課題に対して16百万円の資金を獲得した他、経
済産業省や国土交通省等からも資金を獲得した。
　特に文部科学省より獲得した科学技術振興調整費による｢伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開
発｣は、名古屋大学をはじめとする研究機関と戦略的な連携のもとで土木研究所が中心となって獲得し
たものである。
　なお、応募に際しては、課題の設定や申請書類の作成にあたっての指導・助言等支援体制の実施に
引き続き努めており、国立大学の大学法人化等の厳しい競争環境の中で高い獲得レベルを維持してき
ている。
　また、科学技術振興事業団の戦略的研究推進事業において、特別研究員１名を16年度より引き続き
受け入れている。
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　18年度は若手研究員を中心に応募を積極的に呼びかけ、土木研究所全体では研究代表者として７課
題応募し、４課題が採択され、継続３課題を含め計７課題の研究を実施した。また、研究分担者とし
ても土木研究所全体で13課題応募し、４課題が採択され、継続８課題を含め計12課題の研究を実施した。
　応募にあたっては、積極的にヒアリング等を行いアドバイス体制の強化に努めるとともに、申請書
類等の留意事項等を所内ホームページに掲載する等の支援に努めている。
　なお、科学研究費補助金及び前項の競争的研究資金を含めた外部資金の合計獲得実績は、表－
１.４.１.４に示すとおりである。18年度における競争的資金の新規獲得件数は14件と、13年度以降で
17年度に次ぐ獲得数となった。また、獲得した額も、約１億７千万円と15年度に次いで２番目となり、
獲得に向けての所を挙げた数々の取組が結実した結果となっている。また、経済産業省エネルギー技
術開発、国土交通省建設技術研究開発および日本学術振興会特別研究員奨励費については、18年度に
独立行政法人移行後６年間で初めて獲得した費目であり、新しい資金の獲得に積極的に努めた成果が
現れた。
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　外部資金の執行にあたっては、従来より、所の会計規程等を適用し適切に管理しており、研究者本
人が経費支出手続きに直接関わらない仕組みを確保している。また、会計規程等については、所内の
イントラネット等を通じ職員に周知している。
　さらに、18年度においては内部通報に関する規程を制定し、不正事案の調査・報告・処理体制を整
備した。
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コラム　大学等と連携した研究活動におけるリーダーシップの発揮

　科学技術振興調整費｢伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開発｣（18～ 23年度）

　本研究課題では名古屋大学をはじめ、国土技術政策総合研究所、国立環境研究所、農村工学研
究所、水産研究所、養殖研究所等の各機関と戦略的な連携のもと、定量的な生態系評価技術、環
境修復技術に立脚した環境影響評価モデルの構築を目指しています。
　土木研究所は、研究テーマ構築の当初からイニシアチブをとり、本課題の中心的概念として生
態系サービスの概念を提案し採用されました。また、研究実施にあたっては｢流域圏を構成する陸
域生態系の機構解明と修復技術の開発｣という課題を主体的に実施するとともに、現地における調
査に基づき、具体的環境管理のアクションをとる際に必要となる基礎的な情報を土木研究所にお
いて収集・分析し連携先に提供しているなど、中心的役割を果たしています。
　
　　 

　

　（社）日本鉄鋼連盟が実施している鋼構造研究・教育助成事業に申請した結果、｢道路構造物杭基礎
の支持力評価法の性能規定化に関する研究｣に対して300万円の助成があり、研究に充当した。
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中期目標達成に向けた次年度以降の見通し

　競争的研究資金については、大学や他の研究機関等との密接な連携を図り、積極的な獲得に努
めた。この結果、18年度に新規に獲得した件数が14件となり、年度別の新規獲得件数としては、
独立行政法人化後６年間で２番目に多い新規獲得件数となった。また、獲得金額についても過去
２番目に多い額となった。なお、科学技術振興調整費における｢伊勢湾流域圏の自然共生型環境
管理技術開発｣では中心的役割を担って新規獲得に成功するなど質的にも高度な活動を行ってい
る。この他、新規案件として文部科学省関係では、｢統合化地下構造データベースの構築｣や｢E－
DefenceにおけるRC橋脚模型振動破壊実験の縮小模型に対する振動台実験｣、経済産業省関係では、
NEDOより｢無曝気・省エネルギー型次世代資源循環技術の開発｣など重要なテーマについて競争
的研究資金を獲得した。
　次年度以降も継続課題の着実な実施とともに、新たな資金の獲得を積極的に行うことにより、
中期計画に掲げた競争的資金等外部資金活用の拡充は、本中期計画期間内に達成できると考えて
いる。
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